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はじめに 

 

本協議会は、令和元年７月 11 日、立川市長より立川市における今後のがん検診の在り方

について検討、協議を行うべく委嘱を受け、令和元年７月より 10月にかけ４回の協議会を

開催して、立川市におけるがん検診に係る様々な事項について検討を行ってきた。 

立川市より委嘱された検討事項は主として次の事項である。 

(1) 胃がん検診、肺がん検診及び大腸がん検診の今後の在り方について 

(2) がん検診の精度管理の今後の在り方について 

がんは、国をあげてその対応に向けた取り組みが進められ、地方自治体においても、検

診受診率の向上や科学的な根拠に基づく検診の実施、精度管理など様々な課題への対応が

要請されているところであり、本市においても積極的な取り組みが求められている。 

本提言書は、これらの動向を踏まえつつ、市民の健康の確保、適切ながん検診を通じた

市民のがん死亡率の低減などに資するため、本市の今後のがん検診全体の在り方に係る必

要な事項について提言を行うものである。 

 

令和元年 10 月 30 日 

立川市がん検診在り方検討協議会 

    会長 入口 陽介 
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１ がん検診に係る現状の認定と協議会での検討の方向性について 

（１）立川市におけるがん検診に係る現状について 

〇協議会での検討に先立ち、立川市より本市におけるがん検診の状況、がん検診を取り巻

く環境等について資料の提供を受け事情の聴取を行った。その結果、本市を取り巻くが

ん検診に係る現状について、以下に挙げるような状況を認定することができ、本市にお

いて、がん検診について、特に、胃がん検診、肺がん検診、大腸がん検診（以下、必要

に応じ「３がん検診」と略称する。）について、その事業の進め方に関し大きな節目を迎

えていることを確認した。 

1. 平成 28 年２月、国の定める「がん予防重点健康教育及びがん検診実施のための指針」

（以下、「国の指針」と称する。）が改訂され、自治体が行う胃がん検診の実施方法の一

つとして胃部内視鏡検診について指針の中に盛り込まれ、自治体における導入が期待さ

れていること。 

2. 自治体が行うがん検診においては、そのメリット・デメリット等を勘案し、科学的な

根拠に基づく適切な検診が実施されるべきであること、がん死亡率の低減に寄与するよ

う効果的な検診が行われその適切な精度管理が行われるべきであること等について、国、

東京都からの指導が強化されてきていること。 

3. 現在、本市が３がん検診について事業委託を行っている東京都がん検診センター（公

益財団法人 東京都保健医療公社）が、多摩地区における東京都の医療体制再構築に向

けた多摩メディカルキャンパス構想に伴い、より高度な、精密検査を中心とした施設に

転換を図るため、これまで自治体に提供してきた一次検診事業からの段階的な撤退を表

明しており、検診車による検診を令和元年度まで、検診センターでの施設検診を令和２

年度までで終了することとなっていること。 

4. 本市のがん検診は、胃がん検診と肺がん検診を集団検診（検診車や検診施設等一か所

で一斉に実施する検診）により、大腸がん検診を集団検診と特定健康診査や後期高齢者

医療制度健康診査等（以下、「特定健診等」と称する。）での同時受診の個別検診（市内

医療機関等で個別に実施していく検診）により、乳がん検診と子宮がん検診を市内医療

機関における個別検診により実施しているが、その実施状況については、全体的に近年

受診者数が伸び悩んでおり、精密検査の受診状況把握など精度管理の状況においても課

題が散見されること。 

（２）本協議会での提言の方向性について 

〇本協議会においては、上記のような現状を踏まえ、国の指針に即し、胃内視鏡検診の導

入や科学的根拠に基づくがん検診の推進、精度管理の向上などについて提言を行うとと

もに、今後の３がん検診の進め方について、総合的な観点からその在り方を提言してい

くものとする。 
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２ 地域医療資源の活用及びがん検診の個別検診化について 

〇進展する少子高齢社会において、かかりつけ医を持つことが推奨され、地域で健康を支

えていくことの重要性が叫ばれる中、地域の中での医療連携等の充実が求められている。 

〇がんは多くの市民が生涯のいずれかの時点でり患する可能性を否定できない疾患であり、

その早期発見、早期治療のためには、身近な場所で気軽に検診を受けることができ、万

が一がんである疑いがあった場合も気軽に精密検査を受けられ、医療に迅速に繋げてい

くことができる体制の整備が必要である。 

〇こういった体制の整備には一定の地域資源が必要となるが、本市の場合、幸いなことに、

市内全域に身近なクリニック等（一次医療）も多く、さらに、二次医療、三次医療まで、

市内の中で賄うことができる恵まれた地域医療環境を有している。本市の医療保健事業

を進めていくにあたっては、基本的にこういった地域医療資源を積極的に活用していく

べきであり、がん検診においても取り組んでいくべき課題であると考える。 

〇これまでも乳がん検診と子宮がん検診、一部大腸がん検診で個別検診が行われていると

ころであるが、今後、これに加え、現在集団検診で実施されている胃がん検診、肺がん

検診についても、市内医療資源を活用した個別検診での実施について検討していく価値

があるものと判断される。 

後述の通り、個別検診には、検診画像を読み取る読影体制の整備や十分な精度管理の確保

など課題も多いのは事実であるが、それらの課題を克服することができるのであれば、上

記のような地域資源を生かし、地域に根差した地域連携によるがん検診体制を構築し、個

別検診による検診を実施していくことは、市民の健康を地域で支える重要な取り組みとし

て、また、受診率の向上に資する方式として、検討していくべき事業であると考える。 

３ 胃がん検診における胃部内視鏡検診の導入や留意事項等について 

（１）胃部内視鏡検診の導入について 

〇胃がん検診については、これまで、検査にバリウムを用いた胃部エックス線検診が広く行

われてきているところであるが、平成 28 年２月の国の指針の改訂に伴い、自治体が実施

する対策型検診としての胃部内視鏡検診の実施が認められ、全国的に実施を進める自治体

が増えてきている。近隣市においても、令和元年度現在、多摩市や八王子市、三鷹市、調

布市の４市が既に実施しており、数市が実施に向け準備を進めているところである。 

〇胃部内視鏡検診に関しては、本市が平成 30 年度に実施した３がん検診受診者を対象とし

たアンケート調査において、がん検診を受診した市民のおよそ７割（69.3％）が、自己

負担が一定程度増えたとしても胃内視鏡検診を「利用してみたい」と回答し、その理由

として「精度が高そうだから」「バリウムを飲むのが苦手だから」などを挙げている。 

〇一方、胃部内視鏡検診は通常、市内医療機関等での個別検診により実施されるため、検

診を実施するためには医療機関における実施体制の確保が必要であるが、本市において

は、平成 31（令和元）年度に行った立川市医師会による医療機関向けのアンケートによ

れば、「条件が合えば」とするものを含め概ね 16～17 の医療機関が実施の意向を示して

おり、現状の胃がん検診の受診実績（平成 30年度 1,392 人）を踏まえれば、十分な受け

皿を確保できる見込みが存在する。 
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〇以上のような状況を踏まえれば、胃内視鏡検診導入に向けた国の方針や寄せられている

強い市民要望、医療における胃部内視鏡による検査・治療の普及の状況、市内での実施

体制の確保可能性等を総合的に勘案し、本市においても、胃がん検診における胃部内視

鏡による検診の実施に向け、準備を進めていく時期に至っているものと判断される。 

（２）検診を進める上での条件、留意事項等について 

1. 実施体制、読影体制の整備 

〇感染症や偶発症等のリスクを低減し、安全かつ高い精度の胃部内視鏡検診を実現してい

くためには、実施にあたっての運営委員会を設置することが必須である。実際に進めて

いくに際しては、担い手となる医師会と連携しながら運営委員会を設置し、具体的な検

診の在り方の実施にあたっての条件などについて十分な協議を進めていく必要がある。 

〇検診の実施にあたり重要な課題となってくるのが読影体制の整備である。万が一のがん

の見落としを防ぐため、胃部内視鏡検診では二重読影が義務付けられている。この読影

の体制が不十分であれば、現実問題として見落とし事案の発生などにつながってしまう

可能性を否定できない。胃部内視鏡検診に関しては、検診を実施した医療機関とは別の

医療機関の医師が二重読影を行った方が好ましく、緊張感をもって検診にあたる動機づ

けにもなることから、そのような体制の構築を検討していくべきである。 

〇読影体制の整備にあたっては、多忙な医師の手間や時間を少しでも省いていくため、例

えばクラウドシステムの導入により、一定の場所に集まらなくても読影ができる体制を

構築するなどの方法も考えられる。こういった対応は、医療機関の参加のしやすさにも

つながり効果的と考えられる。また、あわせて、検診を担う医師の技術の向上を図れる

ような読影体制の整備を図っていくべきである。 

〇導入に向けては、精度管理の確保などに向け最初が肝心であり、拙速を避け、十分な準

備を行った上で進めていく方が好ましい。 

2. 検診方法の均一化、しっかりとしたマニュアルの作成 

〇自治体が実施する対策型がん検診は、がんによる死亡率を下げることを目的として、症

状等をまったく生じていない市民を対象に実施するものであり、医療における検査とは

違い検診の安全性を最重視して実施する必要がある。また、がんを見落とすことを極力

なくしていくため、だれがやっても必要十分な画像が撮れている必要があり、かつ、そ

の画像を後から見たときに証拠画像になるような精度でなくてはならない。 

〇このため、日本消化器がん検診学会や日本消化器内視鏡学会等が作成しているマニュア

ル等を参考にしながら、撮影方法や実施方法を具体的に定め、マニュアル化しておく必

要がある。また、作成したマニュアルの通りに検診が実施されるよう、十分な研修等を

事前に実施しておくべきである。これは、単に、検診の均一化やがん精度の向上等に資

するということだけにとどまらず、実施する医師を守るための条件でもあり、しっかり

とした対応を進めていく必要がある。 

3. 受診年齢についての考慮 

〇検診の対象年齢については、国の指針に基づき 50 歳以上としていくことが基本となるが、

上限を設けていくかどうか検討の余地がある。 
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〇市が実施したがん検診受診者アンケートをみても高齢者ほど胃部内視鏡検診の利用意向

が高いことが認められ、また、高齢者の方が胃部エックス線検診が難しくなる方が増え

る傾向にはあるが、一方で、同時に高齢になるほど内視鏡検診においても副次的な偶発

症等、検診の難しさが増すことも事実である。このため、検診におけるリスク管理を考

えるのであるならば、事業の開始当初はできれば上限を設けて安全を確保しながら始め、

事業が軌道に乗り実施医師が慣れてきた段階で対象者の拡大を図っていくといった方法

をとる方が好ましいものと思われる。 

4. その他の留意事項等 

〇症状のない多くは健康な市民を検診の対象とする対策型検診は、上述のように検診精度

の確保のために実施条件が厳しく設定されており、通常の医療の中での検査以上に医師

に負担がかかるものとなる。読影における負担軽減などの配慮とともに、検査に係る委

託単価などについても、その負担に見合った条件を考えていくべきであり、そうするこ

とがひいては検診への参加医療機関の確保につながるものと考えられる。 

〇受診者の受診資格の確認などの手続きに関しても、例えば、市が市民からの申し込みを

受けて受診券を発行し、その受診券を持参すれば医療機関でそのまま予約・受診ができ

るようにするなど、医療機関に負担の少ない方法を検討していくべきである。 

４ 胃がん検診（胃部エックス線検診）や肺がん検診の今後の進め方について 

本市は、前述の通り、現在３がん検診の事業委託を行っている東京都がん検診センター

が、一次検診事業から撤退することを通告してきており、現実問題として、令和２年度よ

り、検診受診者全体（平成 30 年度実績で胃がん 1,392 人、肺がん 877 人、大腸がん 1,171

人）について、代替となる検診手段を用意しなくてはならない必要に迫られている。 

これは、仮に今後胃部内視鏡検診を実施することとなったとしても、胃部内視鏡検診の

受診年齢は 50 歳以上であることから、50 歳未満のがん検診は胃部エックス線検診により

行われる必要があり、解消されない課題である。 

このため、東京都がん検診センター撤退後の胃がん検診（胃部エックス線検診）と肺が

ん検診（胸部エックス線検診）の進め方に関し協議の要請を受けたことから、協議会とし

てその在り方、個別検診化の可能性等について提言する。 

（１）胃部エックス線検診の個別検診化の可能性等について 

〇バリウムを用い検査を行う胃部エックス線検診については、その検診手法上、胃部エッ

クス線を撮影できる設備を医療機関が保有していることが前提となることから、一般的

には実際に検診を実施できる医療機関は限られてくるものと推察される。 

〇しかしながら、幸いなことに本市においては比較的規模の大きい医療機関が一定数存在

し、実際、10 医療機関程度が本市の国民健康保険での人間ドック補助の対象医療機関と

して胃部エックス線検査を実施している。規模の大きい医療機関であれば、これまでの

任意型検診等における実績や実施体制の保有状況等の観点からみて、必須となる二重読

影を当該医療機関の中で完結することも可能と推察され、これらの医療機関が実施意向

を示すのであれば、現在の本市胃がん検診の受診者全体を個別検診化に移行していくこ



 5 

 

とは受け皿としては十分可能と考えられる。 

〇ただし、実際に検診事業を実施するかどうか、実施できるかどうかは各医療機関の判断

となるところであり、市として必要な条件を記した仕様書やチェックリスト等を作成し

た上で、医師会を通じ医療機関の参加意向を確認していく必要がある。 

（２）肺がん検診の個別検診化の可能性等について 

〇肺がん検診（胸部エックス線検診）については、現在も特定健診等において多くの医療

機関が胸部エックス線検査自体は実施していることから、検査設備の保有状況、検診へ

の参加可能性という意味からは、本市は、胃部エックス線検診の場合以上に、十分な地

域医療資源を保有しているものと考えられる。 

〇ただし、対策型のがん検診としての胸部エックス線検診を行う場合は、特定健診等以上

にその精度、質の確保が求められるものであり、万が一にも見落とし等を生じさせない

ための条件整備が必要である。特に読影に関しては二重読影が必須であり、小規模の医

療機関での実施も想定するのであれば、胃内視鏡検診の場合と同様、検診実施医療機関

の医師とは別の医師が二重読影を実施できるような体制の構築を行っていく必要がある。 

〇なお、肺がん検診については、現在、正面（背腹）、側方の２方向２枚撮影となっている

ところ、東京都が発出している「東京都肺がん検診の精度管理のための技術的指針」で

は「肺がん検診に的確な胸部エックス線写真とは、背腹一方向撮影を原則とし、～」と

されており、指針と実際の間に食い違いが生じている。がん検診は基本的には指針に沿

って進められていくことが好ましいものと考える。 

〇胃部エックス線検診での場合と同様、実際に検診事業を実施するかどうか、実施できる

かどうかは各医療機関の判断となるところであり、市として上記を勘案しながら必要な

条件を記した仕様書等を作成した上で、医師会を通じ医療機関の参加意向を確認してい

く必要がある。 

（３）大腸がん検診について 

〇大腸がん検診については、現在も国民健康保険加入者に対する特定健診等の場において

同時実施しており、既に一定の実績が積み重ねられていると判断される。ただし、これ

らの検診は、当該制度の加入者以外の市民は受診することができないため、大腸がん検

診についても、胃がん検診や肺がん検診の個別検診化に合わせ、特定健診等における受

診促進とともに、他のがん検診との同時受診や大腸がん単独検診の実施について検討し、

広く市民が検診を受診できるようにしてくべきである。 

５ 科学的根拠に基づくがん検診及び検診の精度管理について 

がん検診はただ実施すればよいというものではなく、対策型検診として、実際にその検

診が市民のがんによる死亡率の低下に貢献するものでなくてはならない。また、その一方

で、症状のない多くは健康な市民を対象とする検診である以上、検診による市民への負担

は最小限であるべきであり、こういった観点から国の指針や東京都の技術的指針により質

の確保や精度管理の向上のための基準が示されている。 

市ががん検診を実施するにあたっては、基本的にこれらの基準に基づいて実施されるべ
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きであり、以下に、これらの観点に基づいた提言を行うものとする。 

（１）がん検診の対象年齢や検診頻度の適正化について 

〇現在、本市のがん検診は３がん検診が 35 歳以上を対象に年１回、乳がん検診と子宮頸が

ん検診がそれぞれ 40 歳以上、20 歳以上を対象に２年に１回の実施となっているが、こ

のうち、３がん検診については、国の指針では 40 歳以上を対象とすることとしており、

本市の方が指針より幅広い年齢設定となっている。 

〇胃がんや肺がん、大腸がんについては、一般的に 50 歳以上からり患のリスクが高まると

されており、実際に本市のこれまでのがん検診における要精密検査とされた市民の割合

（要精検率）（平成 29年度）を見ても、例えば、胃がんでは、30 歳代 0％、40 歳代 1.9％、

50 歳代 4.8％、60 歳代 9.9％、70 歳代 12.2％、80 歳代 16.1％と、高齢になるほど要精

検率が高くなっており、肺がん検診、大腸がん検診でも同様の傾向となっている。 

〇過去４年間（平成 26～29 年度）の間に 30 歳代で実際に検診の結果がんと判定された市

民の数も、肺がん検診で２名いたものの、胃がん、大腸がんでは皆無であり、上記の要

精検率の状況とも兼ね合わせて考えると、検診の効果、メリットは相対的に他の年齢と

比べ低いものとなっているものと推察される。 

〇一方で、検診には、少量とはいえエックス線の被ばくや、検診時における偶発症（バリ

ウムの誤嚥等）の可能性、市民への負担（胃がん検診時の体位替えや排便の苦痛、過剰

診断（偽陽性）に伴う精神的な苦痛等）などデメリットがあるため、メリット・デメリ

ットを勘案した実施が必要であり、国や東京都の指針はそういった点に係る科学的な知

見等を勘案し「40 歳以上」を検診の対象としているものである。 

〇以上のようなことから、本市においても、科学的な根拠に基づく指針に沿って考えれば、

現在、３がん検診の対象者を「35 歳以上」としている状況は好ましくないと判断され、

指針に即し「40 歳以上」を対象とするよう変更を行うべきである。また、胃部内視鏡検

診を実施していく際には、指針に即し、「50 歳以上を対象に２年に１回」としていくべ

きである。 

（２）検診の精度管理の確保、充実について 

1. 総合的な観点からの精度管理の推進について 

〇現在、本市のがん検診に係る精度管理については、精密検査の受診状況把握や情報管理、

精検受診勧奨等のしくみなど十分とは言い切れず、特に、個別検診でも実施している大

腸がん検診では、要精検となった受診者のうち、未把握が 36.2％、未受診が 12.5％（い

ずれも平成 29 年度）と、あわせて５割近くの要精検受診者が検診を受診したにも関わら

ず精密検査に繋がっていないもしくは繋がったかどうかはっきりしない状況となってお

り問題である。 

〇精度管理を徹底していくためには、画像の質の確保・検体の適正な採取、しっかりとし

た読影体制・判定体制の整備、要精検であった場合に受診者を精密検査につなげている

仕組みの確保、精密検査の受診率の向上の４つの視点が必要である。精度管理を進める

にあたり、これらに留意しながら、総合的な取り組みを行っていく必要がある。 

〇精度管理の状況を判断するためには、データの提示が重要である。年齢別の要精検率な
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どについて今回資料提示を受けたが、陽性反応適中率や偽陽性、偽陰性の状況などを含

め把握可能なデータをしっかり算出して公表し、医師会などに提示していくべきである。

可能であるなら、医療機関ごとに数値が算出できれば、医療機関相互の切磋琢磨にもつ

ながり好ましい。 

2. 個別検診における精度管理の確保について 

〇上述のように、大腸がん検診のように個別検診で検診を実施している場合は、集団検診

と違い検診に係る情報が多数の医療機関に分散するため、その情報を的確に把握するた

めの仕組みを構築しないと、精度管理の状況自体を正確につかむことができなくなる。

個別検診によりがん検診を進める際は、この点の仕組みの構築と、構築した仕組みの適

切な運用を行っていく必要がある。 

〇個別検診の場合、受診の結果を生かし、要精検となった場合に実際に精密検査につなげ

ていく際の医療機関の役割が大きくなる。一次検診を実施する際における説明や勧奨、

結果説明を設定した場合の適切な勧奨、受診者が精密検査を受けたかどうかの市への報

告など、医師会、医療機関との連携による取り組みを進めていくべきである。 

〇現在集団検診で実施している胃がん検診や肺がん検診についても、今後、個別検診化を

進めるのであれば、万が一の見落とし等のないように読影体制をしっかりと整えるとと

もに、上記のような精度管理に係る連携体制を整え、精度管理の充実を図っていくべき

である。 

3. 研修、研究体制の充実について 

〇検診の結果、実際にがんが発見される可能性はそう高いものではない。対策型のがん検

診は、その大きくはない可能性をしっかり見つけていくために行うものであり、その点

が、症状が出ている患者を対象とする医療での検査と大きく異なるものである。 

〇検診の精度を維持・向上していくためには、不断の努力や研鑚が必要であり、そのため

には、検診を実施していくための市の説明会の開催、しっかりとした研修の実施、定期

的な報告会・勉強会の開催などに意を用いていくべきである。特に、上述のように検診

におけるがんの発見自体は全体としては少数であるという事実からみれば、実際にがん

を発見した場合の事例報告会など、少なくとも年に１回は医師だけでなく技師などを交

えた報告会・勉強会を開催し、市全体の検診精度の向上を図っていくべきである。 
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６ 終わりに 

以上、市からの委嘱に基づき、胃部内視鏡検診や３がん検診の今後の制度的な在り方に

ついて提言を行ってきたが、その上に立って、なによりも、検診受診者数を少しでも増や

していくことが大切であり、市民ががんについて正しい知識を持ち、自らのこととして考

えることができるよう PR、啓発を積極的に進めていくべきである。 

本市では、自治会連合会等とも協力し、各地域で健康フェアなどの催しの定期的な開催

を行ってきている。こういった場や様々な地域資源を積極的に活用しながら、地域に根差

した検診事業の充実、関連保健事業の充実とともに、地域全体のがん対策力の向上を目指

していただきたい。 

今後の本市におけるがん対策事業の充実に向け、本提言の記載内容を最大限活用するこ

とを要請して提言の結びとする。 
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７ 資料 

（１）立川市がん検診在り方検討協議会設置要綱 

 （目的） 

第１条 この要綱は、がん検診の今後の在り方等の検討を行うため、立川市がん検診在り方

検討協議会（以下「協議会」という。）を設置することについて必要な事項を定めることを

目的とする。 

 （所掌事項） 

第２条 協議会は、市が実施するがん検診に関する次の各号に掲げる事項の検討及び協議を

行う。 

(1) 胃がん検診、肺がん検診及び大腸がん検診の今後の在り方に関すること。 

(2) がん検診の精度管理の今後の在り方に関すること。 

(3) その他必要な事項に関すること。 

 （委員） 

第３条 協議会は、委員８人以内をもって組織し、次の各号に掲げる者につき、市長が委嘱

し、又は指名する。 

(1) 学識経験者 １人 

(2) 一般社団法人立川市医師会の会員 ３人以内 

(3) 東京都多摩立川保健所の職員 １人 

(4) 立川市保健医療推進協議会の委員 １人 

(5) 市の職員 ２人以内 

２ 委員の任期は、委嘱又は指名の日から令和３年３月31日までとし、補欠委員の任期は、

前任者の残任期間とする。 

（会長及び副会長） 

第４条 協議会に会長及び副会長１人を置き、委員の互選により定める。 

２ 会長は、協議会を代表し、会務を総理する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるときは、その職務を代理する。 

（会議） 

第５条 協議会は、会長が招集する。 

２ 協議会は、委員の定数の過半数の者が出席がなければ、会議を開くことができない。 

（関係者の出席） 

第６条 協議会は、会議に際し、必要があると認めるときは、関係者の出席を求めることが

できる。 

（謝礼） 

第７条 第３条第１項第１号、第２号及び第４号に掲げる委員には、日額10,800円の謝礼を

支払う。 

（委任） 

第８条 この要綱の施行について必要な事項は、保健医療担当部長が別に定める。 

   附 則 

１ この要綱は、令和元年６月１日から施行する。 

２ この要綱は、令和３年３月31日限り、その効力を失う。 
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（２）平成 31（令和元）年度立川市がん検診在り方検討協議名簿 

氏名（敬称略） 選出区分 所属団体・役職等 

入口 陽介 学識経験者 東京都がん検診センター副所長 

香取 公明 立川市医師会 立川市医師会会長 

竹口 甲三 立川市医師会 立川市医師会理事 

川野 幸夫 立川市医師会 立川市医師会会員 

渡邉 洋子 東京都多摩立川保健所 東京都多摩立川保健所所長 

萬田 和正 立川市保健医療推進協議会 立川市自治会連合会会長 

吉田 正子 立川市職員 福祉保健部保健医療担当部長 

田村 信行 立川市職員 福祉保健部健康づくり担当課長 

 

 

（３）協議会での検討の経過 

 年月日 検討内容 

第１回会議 令和元年７月 11日（木） 

①検討の進め方について 

②３がん（胃がん・大腸がん・肺がん）検診の

あり方について（総論） 

第２回会議     ７月 30日（木） 
①胃内視鏡検診の導入と導入にあたっての条件

や留意事項等について 

第３回会議     ９月 12日（木） 

①胃部エックス線検診の市内医療機関での実施

（集団検診・個別検診）の可能性、条件、留

意事項等について 

②肺がん検診の市内医療機関での個別検診化の

可能性、条件、留意事項等について 

③がん検診の精度管理の在り方について 

第４回会議     10 月 10 日（木） ①協議会提言書について 



 11 

 

（４）提言の中で使用したデータに係る資料 

① 胃内視鏡検診の利用意向（平成 30 年度がん検診受診者アンケート調査結果より） 

【設問文】 

胃がん検診には、今回受診されたようなレントゲンによる検診のほか、立川市では現在

実施していませんが、内視鏡（胃カメラ）による検診の手法もあります。仮に内視鏡検診

が立川市でもできるようになるとしたら、あなたは利用したいと思いますか。なお、受診

の自己負担はレントゲン検診が 900 円、内視鏡検診は 2,500 円程度です。 

 

№ 選択肢 回答数 割合(%) 

1 利用したいと思う 937 69.3 

2 利用してみたいと思わない 97 7.2 

3 なんとも言えない 319 23.6 

計   1,353 100.0 

 

 

 

② ３がん検診精密検査受診者における年齢別のがん発見状況（立川市提出資料より） 

1）胃がん検診（集団検診） 

【検診実施状況】 

 

【要精検者内訳】 

 

  

計 35～39 40～49 50～59 60～69 70～79 80～89 90～

H26 1,980 144 385 332 657 410 52 0
H27 1,738 178 337 295 535 348 45 0
H28 1,741 153 397 283 535 328 45 0
H29 1,346 99 265 231 375 319 56 1
平均 1,701 144 346 285 526 351 50 0
H26 125 3 6 17 50 43 6 0
H27 123 2 11 12 46 44 8 0
H28 129 0 9 17 42 53 8 0
H29 101 0 5 11 37 39 9 0
平均 120 1 8 14 44 45 8 0
H26 - 2.1 1.6 5.1 7.6 10.5 11.5 0.0
H27 - 1.1 3.3 4.1 8.6 12.6 17.8 0.0
H28 - 0.0 2.3 6.0 7.9 16.2 17.8 0.0
H29 - 0.0 1.9 4.8 9.9 12.2 16.1 0.0

受診者数

精検者数

割合

　 計 異常なし
がん

がんの疑い
その他の疾患 未受診 未把握

H26 125 14 1 86 8 16
H27 123 15 5 89 9 5
H28 129 8 4 102 6 9
H29 101 9 3 81 1 7
平均 120 12 3 90 6 9

（人） 

（人・％） 
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【精検の結果がんであった者の状況（がんの疑いのある者も含む）】 

 

 

2）肺がん検診（集団検診） 

【検診実施状況】 

 

【要精検者内訳】 

 

【精検の結果がんであった者の状況（がんの疑いのある者も含む】 

 

  

計 35～39 40～49 50～59 60～69 70～79 80～89 90～
H26 1,063 110 284 190 300 153 26 0
H27 972 135 273 159 279 105 20 1
H28 1,054 124 311 163 294 133 28 1
H29 772 83 200 159 189 119 21 1
平均 965 113 267 168 266 128 24 1
H26 17 0 4 3 7 1 2 0
H27 15 2 2 0 8 3 0 0
H28 17 3 2 3 6 2 1 0
H29 15 0 1 3 6 5 0 0
平均 16 1 2 2 7 3 1 0
H26 - 0.0 1.4 1.6 2.3 0.7 7.7 0.0
H27 - 1.5 0.7 0.0 2.9 2.9 0.0 0.0
H28 - 2.4 0.6 1.8 2.0 1.5 3.6 0.0
H29 - 0.0 0.5 1.9 3.2 4.2 0.0 0.0

受診者数

精検者数

割合

　 計 異常なし
がん

がんの疑い
その他の疾患 未受診 未把握

H26 17 5 1 6 1 4
H27 15 6 2 7 0 0
H28 17 7 4 5 0 1
H29 15 7 2 5 0 1
平均 16 6 2 6 0 2

（人） 

（人・％） 

計 35～39 40～49 50～59 60～69 70～79 80～89 90～
H26 1 0 0 0 0 1 0 0
H27 5 0 0 0 2 3 0 0
H28 4 0 0 0 1 3 0 0
H29 3 0 0 0 0 3 0 0
平均 3 0 0 0 1 3 0 0
H26 - 0.0 0.0 0.0 0.0 0.2 0.0 0.0
H27 - 0.0 0.0 0.0 0.4 0.3 0.0 0.0
H28 - 0.0 0.0 0.0 0.2 0.9 0.0 0.0
H29 - 0.0 0.0 0.0 0.0 0.9 0.0 0.0

割合
（年齢別の受
診者数に占め
る該当者）

実数

計 35～39 40～49 50～59 60～69 70～79 80～89 90～
H26 1 0 0 0 0 1 0 0
H27 2 1 0 1 0 0 0 0
H28 4 1 0 1 1 1 0 0
H29 2 0 0 1 1 0 0 0
平均 2 1 0 1 1 1 0 0
H26 - 0.0 0.0 0.0 0.0 0.7 0.0 0.0
H27 - 0.7 0.0 0.6 0.0 0.0 0.0 0.0
H28 - 0.8 0.0 0.6 0.3 0.8 0.0 0.0
H29 - 0.0 0.0 0.6 0.5 0.0 0.0 0.0

割合
（年齢別の受
診者数に占
める該当者）

実数

（人・％） 

（人・％） 



 13 

 

3）大腸がん検診（集団検診＋個別検診） 

【検診実施状況】 

 

【要精検者内訳】 

 

【精検の結果がんであった者の状況（がんの疑いのある者も含む）】 

 

 

 

計 35～39 40～49 50～59 60～69 70～79 80～89 90～
H26 15,450 177 1,473 1,458 4,307 5,854 2,054 127
H27 15,971 233 1,485 1,524 4,411 5,979 2,217 122
H28 14,707 220 1,104 1,194 3,977 5,724 2,350 138
H29 13,769 151 875 1,049 3,392 5,689 2,482 131
平均 14,974 195 1,234 1,306 4,022 5,812 2,276 130
H26 1,467 13 75 99 372 619 266 23
H27 1,462 15 87 90 346 617 287 20
H28 1,298 13 56 73 295 529 307 25
H29 1,311 11 65 70 256 528 357 24
平均 1,385 13 71 83 317 573 304 23
H26 - 7.3 5.1 6.8 8.6 10.6 13.0 23
H27 - 6.4 5.9 5.9 7.8 10.3 12.9 24
H28 - 5.9 5.1 6.1 7.4 9.2 13.1 23
H29 - 7.3 7.4 6.7 7.5 9.3 14.4 18.3

受診者数

精検者数

割合

（人・％） 

　 計 異常なし
がん

がんの疑い
その他の疾患 未受診 未把握

H26 1467 441 53 192 220 561
H27 1462 354 60 249 194 605
H28 1298 247 28 317 188 518
H29 1311 309 31 332 165 474
平均 1384.5 338 43 273 192 540

（人） 

計 35～39 40～49 50～59 60～69 70～79 80～89 90～
H26 53 0 0 3 19 25 6 0
H27 60 0 1 6 16 31 6 0
H28 28 0 0 0 10 13 5 0
H29 31 0 0 1 8 12 9 1
平均 43 0 0 3 13 20 7 0
H26 - 0.0 0.0 0.2 0.4 0.4 0.3 0.0
H27 - 0.0 0.1 0.4 0.4 0.5 0.3 0.0
H28 - 0.0 0.0 0.0 0.3 0.2 0.2 0.0
H29 - 0.0 0.0 0.1 0.2 0.2 0.4 0.8

割合
（年齢別の受
診者数に占
める該当者）

実数

（人・％） 



 

 


